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罫
 附
属
学
校
部
「
変
形
労
働
時
間
制
に
よ
る

　
　
　
　
　
　
　
教
員
の
働
き
方
の
現
状
と
課
題
」

罫
 病
院
協
議
会
「
総
会
等
を
開
催
」（
1
月
　
～
　
日
）

26
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罫
 全
大
教
第
　
回
定
期
大
会
 7
月
　
日
開
催
予
定

52
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茎
 【
論
壇
】  経
団
連
の「
就
活
ル
ー
ル
」廃
止
と

　
　
　
　
    「
提
案
」を
ど
う
受
け
止
め
る
か

　
　
     東
北
大
学
経
済
学
研
究
科
教
授
　
川
端
 望

茎
 職
場
の
Q
＆
A
姻
「
昇
格
改
善
の
は
な
し
繋
」

荊
 単
組
か
ら
の
レ
ポ
ー
ト

猿
 信
州
大
学

　
 「
合
同
職
場
懇
談
会
を
行
い
ま
し
た
」

猿
 徳
山
工
業
高
専

　
 「
労
働
環
境
の
改
善
を
目
指
し
て
」

荊
 わ
た
し
も
ひ
と
こ
と

　　　（毎月10日発行）　　　（１）　　　（１）　　　（１）　　　（１）

　
%
）
は
継
続
す
る
と
し
て
い

105る
。

興
 報
道
さ
れ
て
い
る
、
貸
与
制

奨
学
金
の
保
証
料
の
徴
収
に
つ

い
て
は
、
人
的
保
証
を
廃
し
機

関
保
証
に
一
本
化
す
る
方
向
で

検
討
し
て
い
る
こ
と
が
取
り
上

げ
ら
れ
た
も
の
。

興
 高
等
教
育
無
償
化
に
あ
た

っ
て
の
機
関
要
件
の
中
の
、
実

務
家
教
員
比
率
に
つ
い
て
は
、

無
償
化
対
象
の
学
生
に
実
務
家

教
員
に
よ
る
単
位
取
得
を
求
め

る
も
の
で
な
く
、
機
関
と
し
て

単
位
取
得
で
き
る
状
況
に
あ
る

こ
と
を
求
め
る
も
の
。

興
 高
等
教
育
無
償
化
の
機
関

要
件
に
つ
い
て
の
実
務
家
教
員

に
よ
る
単
位
数
の
比
率
に
つ
い

て
は
、雇
用
形
態
に
よ
ら
な
い
。

す
な
わ
ち
非
常
勤
講
師
に
よ
る

単
位
数
も
同
様
に
取
り
扱
わ
れ

る
。

興
 人
事
給
与
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

改
革
（
新
年
俸
制
を
含
む
）
の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
、
作
業
が
遅

れ
て
い
る
が
1
月
末
に
発
出
の

予
定
。

興
 国
立
大
学
等
に
お
け
る
有

期
雇
用
教
職
員
の
無
期
転
換
ル

ー
ル
の
状
況
把
握
に
つ
い
て

は
、
厚
生
労
働
省
に
よ
る
調
査

結
果
が
出
る
の
を
待
っ
て
い
る

状
況
。

　
会
見
の
出
席
者
は
、
全
大
教

側
は
中
富
委
員
長
、
石
川
・
鳥

配
分
は
、
基
幹
経
費
総
額
3
0

0
億
円
に
つ
い
て
一
旦
拠
出

し
た
上
で
K
P
I
に
よ
る
重

点
支
援
枠
内
で
の
相
対
評
価

に
も
と
づ
く
再
配
分
を
行
っ

て
い
た
と
こ
ろ
、
2
0
1
9
年

度
政
府
予
算
案
で
は
基
幹
経

費
内
で
総
額
7
0
0
億
円
に

つ
い
て
、
重
点
支
援
の
グ
ル
ー

プ
内
で
共
通
指
標
の
相
対
評

価
に
基
づ
く
再
配
分
（
変
動
幅

は
　
～
　
%
）
を
行
う
こ
と
と

90

110

す
る
と
し
て
い
る
。
加
え
て
、

機
能
強
化
経
費
内
の
3
0
0

億
円
に
つ
い
て
K
P
I
相
対

評
価
に
よ
る
再
配
分
（
同
　
～
95

興
 国
立
大
学
法
人
運
営
費
交

付
金
額
は
前
年
度
同
額
1
0
，

9
7
1
億
円
。

興
 2
0
1
8
年
度
ま
で
評
価

緊
急
声
明
を
発
表

緊
急
声
明
を
発
表
しし

賛
同
の
輪
を
広
げ
て
い
ま

賛
同
の
輪
を
広
げ
て
い
ま
すす

要望書を手渡す中富公一 中央執行委員長（写　
　真 皆）

全大教の
取り組み

　
1
月
　
日
に
実
施
し
た
会
見

16

と
、
政
府
予
算
案
の
資
料
か
ら

読
み
取
る
こ
と
の
で
き
る
2
0

1
9
年
度
運
営
費
交
付
金
「
評

価
配
分
」
の
仕
組
み
と
問
題
を

整
理
し
ま
す
。

　
国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付

金
額
は
前
年
度
同
額
1
0
，
9

7
1
億
円
が
予
算
計
上
さ
れ
ま

し
た
。
増
額
要
求
は
受
け
入
れ

ら
れ
ま
せ
ん
で
し
た
が
減
額
は

免
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
な
が

ら
大
き
な
問
題
は
、
そ
の
中
で
、

「
評
価
配
分
」
枠
が
大
幅
に
増

額
さ
れ
、
評
価
指
標
の
定
め
方
、

一
人
当
た
り
の
外
部
資
金
獲
得

額
、
猿
若
手
研
究
者
比
率
、
猿
人

事
給
与
・
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
改

革
状
況（
年
俸
制
導
入
状
況
を
含

む
）が
挙
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。
こ

れ
ら
に
加
え
て
、
重
点
支
援
③

（
い
わ
ゆ
る
世
界
水
準
大
学
）に

つ
い
て
は
運
営
費
交
付
金
等
コ

ス
ト
当
た
り
T
O
P
　
％
論
文

10

数
を
評
価
す
る
と
し
て
い
ま
す
。

　
こ
の
7
0
0
億
円
と
い
う
金

額
は
、基
幹
運
営
費
交
付
金
の
う

ち
基
幹
経
費
に
組
み
込
ま
れ
る

額
の
約
　
%
に
あ
た
り
ま
す
。来

7.5

年
度
は
変
動
幅
が
プ
ラ
ス
マ
イ

ナ
ス
　
%
と
さ
れ
て
い
ま
す
か

10

ら
、悪
い
シ
ナ
リ
オ
で
は
約
　
%
0.8

が
こ
の
方
式
に
よ
っ
て
削
減
さ

れ
る
お
そ
れ
が
あ
り
ま
す
。こ
の

7
0
0
億
円
の
原
資
に
機
能
強

化
経
費
か
ら
約
3
0
0
億
円
を

基
幹
経
費
化
す
る
と
さ
れ
て
い

ま
す
の
で
、基
幹
経
費
の
減
額
は

わ
ず
か
ば
か
り
は
緩
和
さ
れ
ま

す
が
し
か
し
な
が
ら
大
き
な
痛

手
と
な
り
か
ね
ま
せ
ん
。

　
7
0
0
億
円
に
つ
い
て
変
動

幅
（
　
～
　
%
）
、
と
い
う
の
は

90

110

2
0
1
9
年
度
に
つ
い
て
の
激

変
緩
和
措
置
で
あ
り
、2
0
2
0

年
度
以
降
配
分
割
合
、変
動
幅
を

順
次
拡
大
と
さ
れ
て
い
る
の
で
、

こ
う
し
た
評
価
配
分
の
流
れ
を

と
め
な
け
れ
ば
、さ
ら
な
る
危
機

的
な
状
況
が
生
ま
れ
る
お
そ
れ

が
あ
り
ま
す
。

　
　
　
 （
書
記
長
　
長
山
 泰
秀
）

　
全
大
教
は
、
昨
年
　
月
　
日
に
政
府
予
算
案
が
閣
議
決
定
さ
れ
た
こ
と
を
受
け
て
、

12

21

緊
急
声
明
「
国
立
大
学
の
運
営
費
交
付
金
『
評
価
配
分
枠
』
の
即
時
撤
廃
を
求
め
ま
す

―
―
政
府
・
財
務
省
は
、
こ
れ
以
上
大
学
を
壊
す
な
―
―
」
を
発
表
し
ま
し
た
。
1
月

か
ら
は
、
S
N
S
を
通
じ
て
こ
の
声
明
へ
の
賛
同
の
署
名
と
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
募
集
す
る

活
動
を
始
め
て
い
ま
す
。
集
ま
っ
た
署
名
、
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
活
用
し
て
、
マ
ス
コ
ミ
、

国
会
に
声
を
届
け
て
い
き
ま
す
。

解 説

項
目
に
も
大
き
な
変
更
が
な
さ

れ
よ
う
と
し
て
い
る
こ
と
で

す
。
　
2
0
1
8
年
度
ま
で
、
評
価

配
分
は
、
基
幹
経
費
総
額
3
0

0
億
円
を
一
旦
拠
出
し
た
上

で
、
各
国
立
大
学
法
人
で
建
て

る
評
価
項
目
へ
の
評
価
に
よ

る
、
重
点
支
援
枠
（
3
つ
の
グ

ル
ー
プ
）
内
で
の
相
対
評
価
に

も
と
づ
く
再
配
分
を
行
っ
て
い

ま
し
た
。

　
と
こ
ろ
が
、
2
0
1
9
年
度

政
府
予
算
案
で
は
総
額
1
0
0

0
億
円
が
、
評
価
配
分
の
対
象

　
2
0
1
9
年
度
政
府
予
算
と
大
学
・
高
等
教
育
政
策
に

関
す
る
要
望
と
情
報
取
得
、
意
見
交
換
の
た
め
の
文
部
科

学
省
と
の
会
見
を
、
1
月
　
日
に
、
実
施
し
ま
し
た
。

16

と
な
り
ま
す
。そ
の
う
ち
7
0
0

億
円
分
に
つ
い
て
、
あ
ら
た
な

「
評
価
配
分
」仕
組
み
を
導
入
す

る
と
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、基

幹
経
費（
か
つ
て
の
一
般
経
費
に

相
当
）
内
で
、
政
府
が
設
定
す
る

共
通
指
標
の
相
対
評
価
に
基
づ

く
再
配
分
（
変
動
幅
は
　
～
　

90

110

%
）を
行
う
こ
と
と
す
る
と
し
て

い
ま
す
。
加
え
て
、機
能
強
化
経

費
（
か
つ
て
の
特
別
経
費
に
相

当
）内
の
3
0
0
億
円
に
つ
い
て

K
P
I
相
対
評
価
に
よ
る
再
配

分
（
同
　
～
　
%
）
を
お
こ
な
う

95

105

こ
と
は
継
続
す
る
と
し
て
い
ま

す
。
　
7
0
0
億
円
を
評
価
配
分
す

る
共
通
指
標
に
は
、
猿
会
計
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
改
革
の
状
況
、
猿
教
員

畑
・
水
谷
副
委
員
長
、
長
山
書

記
長
、
永
井
書
記
次
長
、
森
戸

中
執
、
文
部
科
学
省
か
ら
は
加

藤
晴
彦
　
国
立
大
学
法
人
支
援

課
　
課
長
補
佐
は
じ
め
8
人
で

し
た
。

　
な
お
、
国
立
高
専
運
営
費
交

付
金
の
充
実
を
求
め
る
要
望
に

つ
い
て
は
、
後
日
別
途
、
専
門
教

育
課
と
の
会
見
を
も
つ
こ
と
と

な
っ
て
い
ま
す
。

 　
　
　（
書
記
長
　
長
山
 泰
秀
）

国
立
大
学
法
人
運
営
費
交
付
金
、

前
年
度
同
額
だ
が「
評
価
配
分
」枠
が
大
幅
増

虞（
右
）全
大
教
、（
左
）文
科
省


